
１．物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の概要

２．交付金対象事業一覧

　　①目的・効果 　　①期待以上の効果があった

　　②交付金を充当する経費内容 　　②期待どおりの効果があった

　　③積算根拠（対象数、単価等） 　　③あまり効果がなかった

　　④事業の対象（対象者、対象施設等） 146,819,780 146,819,780 　　④効果がなかった

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の効果検証（令和６年度実施計画分）

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、エネルギー・食料品価格の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じ
て、きめ細やかに必要な事業を実施できるよう、国が創設した交付金です。
　本交付金を活用し実施した事業について、効果検証を行いましたので、公表いたします。

事業の概要
総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

事業効果

Ｎｏ 交付対象事業の名称 効果検証 備考

1
住民税非課税世帯に対
する臨時特別給付金支
給事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金
③令和５年度、令和６年度の累計給付金額
・令和５年度住民税非課税世帯　1,108世帯×70千円
　うち　令和６年度実施計画分　95世帯×70千円
④令和５年度住民税非課税世帯　1,108世帯のうち95世帯分

6,650,000 6,650,000 ②期待どおりの効果があった
経済的な影響を受けて
いた非課税世帯の負
担軽減に寄与した。

令和５年度
実施計画分
からの継続
事業

2
低所得世帯に対する臨
時特別給付金給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和６年度の累計給付金額
・令和６年度住民税非課税世帯　71世帯×100千円
　（令和６年度で新たに非課税世帯となる世帯）
・令和６年度均等割のみ課税世帯　85世帯×100千円
　（令和６年度で新たに均等割のみ課税となる世帯）
・子ども加算　144人×50千円のうち22人分
　（122人分は令和５年度実施計画）
・事務費　553千円
　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　　業務委託料　人件費]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（384世帯）

17,253,027 17,253,027 ②期待どおりの効果があった
経済的な影響を受けて
いた低所得世帯の負
担軽減に寄与した。

令和５年度
実施計画分
からの継続
事業（一部）

3
定額減税補足給付金（調
整給付金）給付事業

①物価高が続く中で対象者への支援を行うことで、対象者の生活を維持
する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和６年度の累計給付金額
・定額減税を補足する給付の対象者　3,689人　(83,680千円）
・事務費　2,182千円
　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費]
④定額減税を補足する給付の対象者数（3,689人）

85,861,376 85,861,376 ②期待どおりの効果があった
経済的な影響を受けて
いた対象者の負担軽
減に寄与した。



　　①目的・効果 　　①期待以上の効果があった

　　②交付金を充当する経費内容 　　②期待どおりの効果があった

　　③積算根拠（対象数、単価等） 　　③あまり効果がなかった

　　④事業の対象（対象者、対象施設等） 146,819,780 146,819,780 　　④効果がなかった

事業の概要
総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

事業効果

Ｎｏ 交付対象事業の名称 効果検証 備考
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全体
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概ね効果的であった。

4
住民税非課税世帯臨時
特別給付金給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和６年度の累計給付金額
・令和６年度住民税非課税世帯　1,070世帯×30千円
・子ども加算　75人×20千円
・事務費　924千円
　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,070世帯）

34,523,275 34,523,275 ②期待どおりの効果があった
経済的な影響を受けて
いた非課税世帯の負
担軽減に寄与した。

5
住民税非課税世帯臨時
特別給付金給付事業（扶
養親族等のみ世帯）

①物価高が続く中で低所得世帯（被扶養者のみ）への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金
③給付金額
・令和６年度住民税非課税世帯（被扶養者）　83世帯×30千円
・子ども加算　1人×20千円
・事務費　23千円
　　[役務費（郵送料等）]
④令和６年度住民税非課税世帯（被扶養者のみ）　（83世帯）

2,532,102 2,532,102 ①期待以上の効果があった

経済的な影響を受けて
いた非課税世帯（扶養
親族等のみ世帯）の負
担軽減に寄与した。


